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栗山町栗山駅南交流拠点施設条例 

 

（設置目的） 

第１条 町民をはじめ栗山町に関わる人の活動と交流の促進を図り、関係人口

を創出することを目的として、栗山駅南交流拠点施設（以下「交流拠点施設」

という。）を設置する。 

（名称及び位置等） 

第２条 交流拠点施設の名称及び通称並びに位置は、次のとおりとする。 

名称 通称 位置 

栗山駅南交流拠

点施設 

栗山煉瓦創庫 

くりふと 

栗山町中央３丁目１５１番地１の内 

        １５２番地１ 

        １５３番地１ 

        １５４番地１ 

        １５５番地１ 

        １５６番地１ 

        １５７番地 

        １５８番地 

        １５９番地 

        １６０番地１ 

（開館時間及び休館日） 

第３条 交流拠点施設の開館時間及び休館日は、次のとおりとする。ただし、町

長が特に必要と認めたときは、これを変更することができる。 

⑴ 開館時間 午前９時から午後１０時まで 

⑵ 休館日 

ア 月曜日（当該月曜日が、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１

７８号）に規定する休日である場合は、その翌日） 

イ １２月３１日から翌年の１月５日までの日 

（使用の許可） 

第４条 交流拠点施設を使用しようとする者は、あらかじめ町長の許可を受け
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なければならない。 

２ 町長は、前項の規定により許可する場合に、必要な条件を付することができ

る。 

（特別使用の承認） 

第５条 交流拠点施設において次の各号に掲げる行為をしようとするときは、

あらかじめ町長の承認を得なければならない。 

⑴ 物品を販売するとき。 

⑵ 興行、展示会等をするとき。 

２ 前項の承認は、交流拠点施設の利用がある場合、かつ、その管理に支障を及

ぼさないと認められるときに限り、これを行うことができる。 

３ 前条第２項の規定は、第１項の承認について準用する。 

（使用の制限） 

第６条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、その使用を許可しない

ものとする。 

⑴ 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

⑵ 建物、設備及び備付物件を損傷するおそれがあるとき。 

⑶ その使用が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の活動に利用されると認められ

るとき。 

⑷ その他管理運営上支障があると認められるとき。 

（使用料等） 

第７条 第４条の規定により使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）

は、別表第１に定める使用料及びサービス利用料を前納しなければならない。

ただし、町長が特別の理由があると認めたときは、この限りでない。 

２ 第５条の規定により特別使用の承認を受けた者は、別表第２に定める使用

料を納付しなければならない。 

３ 町長は、公益上必要があると認めたときは第１項の使用料及びサービス利

用料並びに前項の使用料（以下「使用料等」という。）を減免することができ

る。 
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（使用料等の還付） 

第８条 すでに納付した使用料等は還付しない。ただし、次の各号のいずれかに

該当するときは、その全部又は一部を還付することができる。 

⑴ 使用者の責に帰さない理由により使用することができなくなったとき。 

⑵ 使用期日の前日までに使用の変更又は取消しの届出があって、相当の理由

があると認めたとき。 

⑶ その他災害等特別な理由があるとき。 

（目的外使用等） 

第９条 使用者は、使用許可を受けた目的以外に使用し、又は使用の権利を他に

譲渡してはならない。 

（特別設備） 

第１０条 使用者が使用に当たり、特別の設備を設け、又は特殊物件を搬入しよ

うとするときは、あらかじめ町長の承認を受けなければならない。 

２ 第４条第２項の規定は、前項の承認について準用する。 

（使用の取消し等） 

第１１条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用の条件を変更し、

その使用を停止し、又は使用の許可を取り消すことができる。 

⑴ この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

⑵ 使用許可の条件に違反したとき。 

⑶ 使用許可の申請に偽りがあったとき。 

⑷ 公益上やむを得ない理由が生じたとき。 

⑸ 第６条の規定に該当することとなったとき。 

２ 前項の場合、使用者に損害があっても町長はその責を負わない。 

（原状回復） 

第１２条 使用者は、その使用を終了したとき、使用を停止されたとき、又は使

用の許可を取り消されたときは、直ちにこれを原状に回復しなければならない。 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、町長においてこれを代行し、その

費用を使用者から徴収する。 

（損害賠償） 
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第１３条 使用者が使用に当たり、建物、設備若しくは備付物件を損傷し、又は

滅失したときは、町長が定めるところによりその損害額を賠償しなければなら

ない。ただし、やむを得ない理由があると認めたときは、町長は賠償額を減額

し、又は免除することができる。 

（管理の代行等） 

第１４条 町長は、交流拠点施設の管理運営上必要があると認めたときは、指定

管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定

する指定管理者をいう。以下同じ。）に、交流拠点施設の管理を行わせること

ができる。 

２ 前項の規定により指定管理者に交流拠点施設の管理を行わせる場合の当該

指定管理者が行う業務は、次の各号に掲げる業務とする。 

⑴ 交流拠点施設の維持、管理等 

⑵ 使用の許可等に関する業務 

⑶ 前２号に掲げる業務に付随する業務 

３ 第１項の規定により指定管理者に交流拠点施設の管理を行わせる場合にお

ける第３条から第６条まで、第１０条第１項、第１１条及び前条の規定の適用

については、「町長」とあるのは、「指定管理者」とする。 

（利用料金の収受等） 

第１５条 前条第１項の規定により指定管理者に交流拠点施設の管理を行わせ

る場合においては、利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を当該指定

管理者の収入として収受させることができる。 

２ 前項の場合においては、第７条第１項及び第２項の規定にかかわらず、使用

者は指定管理者に利用料金を支払わなければならない。 

３ 前項に規定する利用料金の額については、指定管理者が別表第１及び別表

第２に規定する使用料等の額の範囲内において、あらかじめ町長の承認を得て

定めるものとする。 

４ 指定管理者は、町長があらかじめ定めた基準に従い、利用料金を減額又は免

除することができる。 

５ 指定管理者は、町長が別に定める場合に限り、利用料金の全部又は一部を還
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付することができる。 

（委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年１月２１日から施行する。ただし、別表第１に規定す

る個人使用以外の使用については、令和５年４月１日から施行する。 

 （開館時間の特例） 

２ この条例の施行の日から令和５年３月３１日までの間は、第３条第１号に

規定する開館時間については、同号の規定にかかわらず、土曜日、日曜日及び

国民の祝日に関する法律に規定する休日である場合は、午前９時から午後５時

までとする。 

 （使用料等の特例） 

３ この条例の施行の日から令和５年３月３１日までの間は、別表第１に規定

する個人使用に係るサービス利用料については、同表の規定にかかわらず、町

内に住所を有する者からこれを徴収しないものとする。 

 （準備行為） 

４ 使用の許可その他使用のため必要な準備行為は、この条例の施行前におい

ても、これを行うことができる。 

 （栗山町公の施設使用料減免条例の一部改正） 

５ 栗山町公の施設使用料減免条例（平成１７年条例第１６号）の一部を次のよ

うに改める。 

  第２条に次の１号を加える。 

  ⒀ 栗山町栗山駅南交流拠点施設条例（令和 年条例第 号）第２条に規定

する栗山駅南交流拠点施設 
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別表第１（第７条、第１５条関係） 

１ 栗山駅南交流拠点施設使用料 

⑴ 専用使用 

区分 
料金 

（１時間につき） 
備考 

多目的ホール １，５１０円 使用面積を区切って占有使用する

場合は、占有面積に１ｍ２当たり１

０円を乗じて得た額とする。 

展示ホール ３３０円  

調理室１ １３０円  

調理室２ ３１０円 

会議室１ ５３０円 

会議室２ １，０１０円 

⑵ 加算 

区分 加算割合 備考 

入場料等を徴収する場合 １０割  

営利又は営業が目的の場合 １０割  

入場料等を徴収し、かつ営

利又は営業が目的の場合 

３０割  

開館時間以外の使用 １割 上記いずれかの加算がある場合

は、加算後の使用料に加算する。 

備考 

１ 入場料等とは、入場料その他名称のいかんを問わずこれに類するものを

いう。 

２ 算出された使用料の合計額に１０円未満の端数が生じたときは、これを

切り捨てるものとする。 

３ 使用時間には準備時間及び整理時間を含むものとし、その使用時間に１

時間未満の端数がある場合は１時間として計算するものとする。 

４ 閉館後から翌日の開館までの間の展示又は物品の保管等で専用する場
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合の使用料は徴収しない。 

５ 暖房料は、１１月１日から翌年の４月３０日までの期間に専用使用する

とき、当該使用料（加算がある場合は加算後の使用料。以下同じ。）の３

割の額とする。 

６ 調理室及び会議室の冷房料は、専用使用するとき、当該使用料の３割の

額とする。ただし、使用を希望しない場合は徴収しない。 

７ 備付物件の使用料は、５，０００円を超えない範囲内で、規則で定める。 

２ 栗山駅南交流拠点施設サービス利用料 

⑴ 個人使用 

区分 料金（１回につき） 

会議室１ ５，０００円を超えない範囲内で、規則で定める額 

会議室２ 

 

別表第２（第７条、第１５条関係） 

区分 料金（１日につき） 

物品の販売 占有面積に１m２当たり１００円を乗じて得た

額に売上げの１００分の５に相当する額を加え

て得た額 

興行等 営利・宣伝を目

的としないも

の 

占有面積に１m２当たり１００円を乗じて得た

額に売上げの１００分の５に相当する額を加え

て得た額 

営利・宣伝を目

的とするもの 

占有面積に１m２当たり２００円を乗じて得た

額に売上げの１００分の５に相当する額を加え

て得た額 

 


